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第７章 長野県による地域づくり支援策 

 
 平林 光幸 

 

１． 地域概要 

 
長野県は人口が 215 万人，面積が 1.4 万 km2であり，そのうち過疎地域の住民は 18.5 万

人であり，県人口の 8.6%を占める(2010 年)。人口に占めるシェアは小さいが，全市町村

77 のうち，過疎地域に指定された市町村は 37 であり，そのシェアは 48.1%にまで上昇す

る（第 7-1 図）。こうした過疎市町村が多い背景として，長野県には中山間地域が多いこと

があげられる。 
長野県の中山間地域の土地面積シェアは 87％であり，そのうち中間農業地域のシェアは 
 

 
第 7-1 図 長野県の過疎地域（2015 年 4 月 1 日現在） 

資料：長野県「過疎自立促進方針」． 
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33%，山間農業地域のシェアは 54%である。林野率は中間農業地域が 70％，山間農業地域

が 89%，県全体でも 75%であり，多くの森林を抱えているという特徴がある。 
中山間地域における農家戸数シェアは 56％であり，中間農業地域が 38%，山間農業地域

が 18%である。2005 年からの農家戸数の減少率は 8.7%であり，県平均の 7.5%と比較して

高い水準である。 
県内に耕作放棄地面積が 16,982ha ある中で，その約 7 割が中山間地域にある。また耕地

面積に占める耕作放棄地面積の割合は，平地農業地域が 12.7%であるのに対して，中間農

業地域が 21.9%，山間農業地域が 24.7%と 2 割を超えている。 
また基幹的農業従事者の高齢化率は平地農業地域が 66％であるのに対して，中山間農業

地域のそれは 70%と高い水準にある。 
以上のように農家の離農，耕地の荒廃化，農業労働力の高齢化など，中山間農業地域は

平地農業地域と比較して進行しており，地域農業が衰退している。長野県では中山間農業

地域のシェアが高く，県全体として農業の活性化，地域の活性化を図ることが課題となっ

ている。 
 

２． 主な地域づくり支援策 

 
（１） 地域発 元気づくり支援金事業 

 
長野県が展開する「地域発 元気づくり支援金事業」（以下，元気づくり事業）はこれ

まであった 11 事業を 1 つに統合し，2002 年度から地域づくり総合支援事業として開始さ

れたものである。 
そして，2007 年度から現在の事業に落ち着いた。その後，2012 年度に市町村と協議の上

で補助率を見直し，2013 年度から新制度で実施されている。 
元気づくり事業の特徴は，「自らの知恵と工夫により自主的，主体的に取り組む地域の

元気を生み出すモデル的で発展性のある事業に対して，支援金を交付する」ものである。 
毎年 800 前後の応募があり，採択される事業は 600～700 件である。交付対象の事業は

多様である。主な事業区分，近年の採択事業数及び事業費を第 7-1 表に示す。対象となる事

業は，①地域協働の推進，②保健，医療，福祉の充実，③教育，文化の振興，④安全・安

心な地域づくり，⑤環境保全，景観形成，⑥産業振興，雇用拡大（特色ある観光地づくり，

農業の振興と農山村づくり，森林づくりと林業の振興，商業の振興），⑦市町村合併に伴

う地域の連携の推進であり，幅広い分野がこの事業でカバーされている。その中でも事業

数，事業費ともに高いのが，⑥産業振興，雇用拡大である。採択された事業数の平均は 265
件で全体の 40%を占め，事業費の平均は 401 百万円で全体の 47%を占めている。 

交付対象者は市町村，広域連合，一部事務組合，公共的団体などである。ここでの公共

的団体は NPO，自治会などを指しており，規約，会計などの事務体制が整っていれば，法

人格までは求めていない。2014 年度の実績を第 7-2 表に示す。市町村が提案して採択され
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た事業数は 140 件（全採択事業数に占めるシェア 23％），広域連合等のそれは 11 件（同

2%），公共的団体のそれは 463 件（同 75%）であり，圧倒的に地域づくり団体や NPO 等

の公共的団体の採択件数が多い。事業費についても同様で，市町村提案の事業費は 211 百

万円（全採択事業費に占めるシェア 25％），広域連合等のそれは 22 百万円（同 3%），公

共的団体のそれは 615 百万円（同 72％）である。 
 

第 7-1 表 元気づくり支援金の採択状況 

（単位：%，百万円） 

2012年 2013年 2014年 2012年 2013年 2014年

728 656 614 666 (100) 910 780 848 846 (100)

62 54 51 56 (8) 93 74 76 81 (10) ・地域づくり市民フォーラムの開催

53 56 46 52 (8) 45 46 48 46 (7)
・活動量計等を活用した健康づくり促

進のための環境整備

・障がい児者，高齢者等を対象とした
口腔ケア

・子育て支援を行うためのネットワー
クづくり

133 106 100 113 (17) 149 110 116 125 (15) ・伝統文化の保存・伝承事業

・外国籍市民との交流事業

・食育シンポジウムの開催

・文化・スポーツ振興のための交流イ

ベントの開催や環境整備

25 21 19 22 (3) 21 21 21 21 (2)
・防災対策や防災意識の向上に資する
事業

・住民支え合い災害マップの作成

・救命救急講習会の開催

・自主防災組織の活性化支援

132 94 77 101 (15) 146 94 90 110 (13)
・自然エネルギーの普及・拡大に関す

る事業

・公園や里山の遊歩道整備・花木の植
樹

・ホタルの飛び交う自然環境の再生事
業

・地域の貴重な財産を後世に残すため

の景観整備

・その他美しい景観の形成に資する事
業

255 268 273 265 (40) 395 370 437 401 (47)
・街歩きガイドブックの作成，観光ボ

ランティアの育成

特色ある観光地

づくり
120 135 135 130 (20) 192 189 235 205 (24) ・遊休荒廃農地の復元事業

農業の振興と農
山村づくり

52 59 45 52 (8) 68 75 63 69 (8)
・間伐材を活用した木炭の生産支援，
森林体験学習事業

森林づくりと林

業の振興
10 12 9 10 (2) 11 17 12 13 (2)

・商店街活性化イベントの開催，空店

舗を活用した定期市の開催

商業の振興 26 19 15 20 (3) 49 29 20 32 (4)
・工業展等の開催，特産品開発，技術
者養成講座の開催

その他 47 43 69 53 (8) 75 60 108 81 (10)
・障がい者，女性，若者の雇用促進及
び就業・定住支援事業

2 3 2 2 (0) 1 4 2 3 (0)
・合併地域における連携の推進と交流

を深める事業

・合併によるブランド統一や一体的な
観光資源の開発

66 54 46 55 (8) 59 61 59 60 (7)
・移住希望者に対する暮らしや仕事を
体験する場の提供

・結婚活動を支援するための出会いの

機会の提供

その他

事業費

平均

産業振興，雇用拡

大

安全・安心な地域
づくり

環境保全，景観形

成

支援事業例事業区分

地域協働の推進

保健，医療，福祉

の充実

教育，文化の振興

市町村合併に伴う

地域の連携の推進

平均

計

事業数

 
資料：長野県 HP より作成． 
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交付金の補助率を第 7-3 表に示す。2012 年度以前はソフト事業が 10/10，ハード事業が

2/3 であったが，現在はソフト事業が 3/4，ハード事業が 1/2（公共的団体は 2/3）である。

ただし，最低でも交付される補助額は 1 事業あたり 300 千円以上でなければならないと下

限を定めている。こうした下限を設けたのは，少額で実施する事業では，その波及効果が

市町村を超えて広がるものではなく，その多くが市町村内にとどまるものである。そうし

た事業は市町村が実施すべきもので，県が行うべきではないとの考えからである。この補

助事業による交付金で利用できる費目は多いが，人件費や食料費，土地取得費，事業計画

策定にかかわる経費は認めていない。 
 

第 7-2 表 事業主体別採択事業数及び事業費（2014 年度） 

（単位：百万円，%） 

区分

市町村 140 (23) 211 (25)

広域連合等 11 (2) 22 (3)

公共的団体

（地域づくり団体・NPO等）
463 (75) 615 (73)

事業費事業数

 

資料：長野県 HP より作成． 

 
第 7-3 表 事業の補助率 

事業 補助率
重点テーマに該当す

る場合の補助率

ソフト事業 3/4以内 4/5以内

1/2以内 2/3以内

財政力指数が県平均

以下の市町村

公共的団体等

ハード事業

対象者

市町村等，公共団体等

市町村等

（下記の市町村を除く）

2/3以内

2/3以内
 

資料：長野県資料より作成． 

注．補助率は 2017 年度から一部変更されているが，本表では調査時の補助率を示す． 

 

本事業の選定は，県内に 10 カ所ある県の出先機関である地域振興局がそれぞれで実施す

る。元気づくり事業の予算は振興局ごとに分配しており，その分配額は均等割の部分と人

口や各地域振興局が担当する市町村数などの傾斜割の部分がある。なお，元気づくり事業

の事業費は 2013 年度の予算額が 8.5 億円であり，2007 年度の 10 億円と比較して大きく減

少している。 
元気づくり支援事業は 1 年間のみの支援である。しかし，同一団体による公募は最長 3

年まで認めており，続けて応募する場合には事業内容に発展性があることが必要である。 
本事業で選定された事例のうち，優良な事例については表彰している。まず，毎年 40～
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50 の事業について，優良事例を選定している。優良事例選定の主なポイントは，「地域の

ニーズを的確に捉え，地域の元気づくり創出効果が大きいこと」，「実施方法などに，他

にはない創意工夫があり，モデル性が高いこと」，「他の地域で実施した際も同様の効果

が期待できるなど，高い波及効果があること」である。そのうち，公共的団体が実施した

最も効果の高かった事業を，各地方事務所が 1 事業ずつ計 10 事業を選定し，知事表彰を行

っている。さらに知事表彰を受けた中から 3 事業程度を「地域発 元気づくり大賞」とし

て表彰している。 
また，2014 年度には事業のフォローアップとしてアンケート調査が実施されている。ア

ンケート調査の対象は，2011 年度の実施事業のうち第三者評価が高かった事業を中心に

151 団体にアンケート票を配付し，124 団体から回答を得た。回答のあった団体のうち，元

気づくり支援金を活用した事業を現在も実施している団体は 86 団体(69%），支援を受け

た事業内容とは異なるが同様の趣旨で事業を継続している団体が 25 団体（20%）であった。

したがって，元気づくり支援金による助成期間が終了したとしても，約 9 割が活動を継続

できているのである。その一方で，活動を継続する上で必要なものに対する設問では，「資

金の確保」と回答した団体が 58 団体（47%），次いで「人材の確保」が 40 団体（32%）

であった。 
 

（２） 集落“再
さい

熱
ねつ

”実施モデル地区支援事業 

 
「集落“再熱”実施モデル地区支援事業」（以下，集落再熱事業）は 2013 年度から事業が

開始された。集落再熱事業の目的は，市町村と住民が一体となった，自分たちの暮らす地

域の存続のための取組に対し支援を行い，その成果を検証して発信することにより，各地

域への広がりを期すことにある。 
 

 

第 7-2 図 支援内容とステップアップ 

資料：長野県 HP より作成． 
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集落再熱事業の対象範囲は旧小学校区を想定し，事業実施主体は「市町村」である。集

落再熱事業は大きく 3 つの段階での活用が想定されており，「集落“再熱”ビジョンの策定」，

「ビジョンの具体化・着手」，「ビジョンの実践」である（第 7-2 図）。 
「集落再熱ビジョンの策定」は 2013 年度から事業として開始された。モデル地区は 4 地

区で，事業期間は 1 年間である。補助額は上限 1,000 千円であるが，ビジョンの策定経費

に対して定額補助される。 
「ビジョンの具体化・着手」は 2014 年度から事業として開始された。モデル地区は集落

再熱ビジョンを策定した 4 地区で事業期間は 1 年間である。補助額は上限 3,000 千円であ

るが，ビジョン策定の補助と同様に定額補助である。 
最後に「ビジョンの実践」である。実践については，この集落再熱事業ではカバーして

いないが，国や県の制度を活用したり，「地域発 元気づくり支援金」の活用が可能であ

る。 
2013 年に採択された地区と概要を紹介すると，阿

あ

智
ち

村清
せい

内
ない

路
じ

地区（事業の目標：①阿智

村清内路地区の特性を活かした産業をピックアップし，地区住民の多くが年金+α の小遣い

稼ぎができる「百商」の仕組みをつくり上げる。②空き地・空き家の有効活用等を検討し，

交流人口を活発化する仕組みを構築する），麻
お

績
み

村市
いち

野
の

川
かわ

地区（事業の目標：都会の人の

楽しみが田舎の力となり，移住者が増え，市野川の住民とともに，結いの里づくりを図る），

生
いく

坂
さか

村大
おお

日向
ひ な た

地区（事業の目標：遊休荒廃地を活用した農地再生と地域農業の推進による

地区の活性化を図る），山ノ内町須
す

賀
が

川
かわ

地区（遊休荒廃農地，空き家，豪雪等の負の資源

を活用したコミュニティの活性化を図る）である（1）。 
以上のような目標は，多くの地域が直面している課題であるところに共通点があり，こ

うした事業が成功した場合には，他の地域のモデルとなりうるものである。清内路地区の

取組については，３．で詳述する。 
 

（３） 農村活力創出支援事業 

 
農村活力創出支援事業では，中山間地域において，住民が主体性を持って取り組む，都

市住民との交流促進活動や新たな農業ビジネス等，農村コミュニティ活動の創出，定着・

拡大を図るための取組を支援するソフト事業である。 
具体的には，地域資源を活かした 6 次産業化，農家民宿，農家レストラン等，都市住民

との交流につながる取組，企業との連携による集落の共同活動，農作業の実施や地域特産

物の販売等を行う活動を支援している。 
2015 年度の予算額は 2,210 千円で，12 の重点地区を設置することを目標としており，事

業主体は市町村，集落営農組織等である。 
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（４） 農林水産省予算「農村活性化プロジェクト支援交付金」の活用 

 
長野県では，農林水産省が実施する「農村活性化プロジェクト支援交付金」に係る事業

を，都市農村交流，定住の直接的促進につながるものに重点化している。農村振興事業に

ついては市町村との共同計画により推進している。 
現在，事業を実施している県内の市町村は佐久市（総事業費 640 百万円，事業期間 2014

～2018 年），伊那市（総事業費 150 百万円，事業期間 2015～2018 年），安曇野市（総事

業費 430 百万円，事業期間 2015～2018 年），木島平村（総事業費 560 百万円，事業期間

2013～2017 年）である。 
佐久市では，佐久市が事業実施主体となり，地域資源活用総合交流促進施設の整備を進

めている。佐久南地区活性化計画によれば，佐久南地区は，佐久市全体と比べ，人口減少，

高齢化傾向が強い地域であり，さらに昨今の農産物価格の低迷，農業資材や燃料費の高騰，

中山間部を中心とした野生鳥獣被害の拡大などが相まって，農業離れが進み，耕作放棄地

の増加などにもつながっている。このため，地区住民の多くが従事する農業の振興が必要

不可欠であり，特に生業として農業を営む「産業としての農業」と暮らしの営みの一部と

して，生きがいややりがい，健康長寿につながっている「暮らしとしての農業」の両面か

らの振興が喫緊の課題となっている。他方で，中部横断自動車道佐久南インターチェンジ

の供用が 2011 年に開始されたことから，インターチェンジ利用者によって来地区者数が増

加するなどの位置的有利性をまちづくりに活かしていく必要が生じている。そこで「産業

としての農業」の振興のために，新たな販路の提供や高品質で安心安全な農産物の PR など

を推進するとともに，「暮らしとしての農業」の支援のために，余剰農産物の販売，気軽

に農業を体験できる機会の提供を図ること，さらにインターチェンジ利用者との交流を推

進することで，農業の振興と地域の活性化を果たしていくこととしている。 
伊那市では，伊那市が事業主体となり，地域資源活用総合交流施設の整備を進めている。

伊那市西箕輪地区活性化計画によれば，同地区では農業従事者の高齢化，過疎化などによ

り農地の維持が困難となる中で，1994 年に温泉鑿井に成功したことをきっかけに，温泉施

設を併設した体験型農業公園「はびろ農業公園みはらしファーム」を 1999 年に開園した。

さらにトンネル開通などにより交通アクセスも改善されつつあり，地域活性化の拠点施設

となっていた。しかし，来園者数は 2006 年をピークに年々減少し，現在の来園者数は年間

54 万人程度になっている。そこで，そば打ち体験やパンづくり，五平餅づくり等の体験施

設を整備し，都市住民との交流人口を増加させ地域活性化を果たしていくこととしている。

また，さくらんぼやアスパラガスなどの収穫体験ほ場の増園も併せて進めらている。 
安曇野市では，あづみ農協が事業実施主体となり，地域資源活用総合交流促進施設，農

林漁業体験施設の整備を進めている。安曇野市農村地区活性化計画によれば，安曇野市で

は，2005 年の合併以来，2008 年の 97,101 人をピークとして人口が減少するとともに，高

齢化率も 28.2％と進んできている。さらには昨今の農産物価格の低迷，農業資材や燃料費

の高騰，中山間部を中心とした野生鳥獣被害の拡大などが相まって，農業離れが進み，耕
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作放棄地の増加などにもつながっている。このため，地区住民の多くが従事する農業の振

興が必要不可欠であり，生業としての「稼ぐ農業」と，高齢者などの暮らしの営みの一部

としての「生きがいとしての農業」の両面からの農業振興が課題となっ ている。そこで「稼

ぐ農業」の振興のために，新たな販路の提供，高品質で安心安全な農産物のＰＲ，規格外

商品の活用などを図るとともに，「生きがいとしての農業」の支援のために，子育て世代

の女性や，高齢者などに気軽に農業を体験できる機会の提供を図ることが必要である。ま

た，これには，安曇野市農村地区は長野自動車道が通るという位置的優位性を活かすこと

が有効である。このことから，同地区に地域間交流拠点の整備と，農林漁業体験施設の整

備を行い，交流人口の創出を図ることで，農業の振興及びに地域の活性化を果たしていく

こととしている。 
木島平村の取組については，４．で詳述する。 
以上のように長野県では，農村の活性化プロジェクト支援交付金を都市農村交流に重点

的に配分して，地域農業や農村の活性化を推進している。（このように長野県はこの交付

金を地域づくりに積極的に利用していることから，交付金の予算確保を国に強く要望して

いる） 
 

３． 集落再熱事業を活用した事例－長野県阿智村清内路地区における活動－ 
 
（１） 地区概要 

 
清内路地区は，長野県下伊那郡に存在した村で，2009 年 3 月に阿智村に編入された地区

である。当地区の人口は，1996 年の 867 人から 2006 年では 740 人へ減少し，さらに 2016
年では 591 人（2 月 1 日現在）となり，この 20 年間で 276 人（31.8%）減少した。世帯数

は 220 世帯である。 

第 7-3 図 清内路地区の位置 

 

阿智村
清内路地区

長野県

清内路地区

南木曽町

飯田市
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地区にある主な公共施設等は，旧清内路村役場に阿智村清内路振興室が設置され，近隣

に郵便局，公民館がある。生活物資等の販売店は，農協の生活店舗があり，下清内路集落

中心部にある。下清内路集落の中心部は旧村役場から徒歩 2～3 分の距離であり，同集落の

中心部には消防団の施設や，診療所も開設され，週 2 回の午前中，診察が行われている。

学校は清内路小学校があり，児童数は 24 名である。空き家の会が組織され，集落内の空き

家を調査した結果，空き家戸数は 85 戸である。その空き家のうち，14 戸（約 30 名）を I
ターンで活用している。I ターン者の 8 割が 20 代，30 代であり，こうした世代の移住によ

り，地区内で子供の確保ができており，小学校が存続している。 
地区内には組が 28 組合（上清内路に 11 組合，下清内路に 17 組合）あり，年間 1～2 回

の寄り合いが行われている。また，合併後に新たに清内路自治会が設立された。自治会に

は，総務，福祉，環境などの部会が設置されている。自治会費は 1 戸あたり年間 3 千円が

徴収されている。 
 
（２） 農業の概要 

 
農業センサスによると，総農家数は 2000 年の 69 戸から 2010 年には 59 戸となり，10

年間で 10 戸が減少した。経営耕地面積は 2000 年の 15ha から 2010 年には 10ha となり，

5ha が減少した。耕作放棄地も 2000 年の 7ha から 2010 年には 9ha へと増加した。認定農

業者は地区内にはおらず，稲作農家は 3 戸のみである。 
地区の主力農業は，1970 年頃までは養蚕とタバコ作に，山での薪炭業が活発であった。

当時は出づくり習慣が行われており，夏は山で生活し薪炭業を営み，冬は里で生活し養蚕

業を営んでいた。現在でも 2 戸が山と里でそれぞれ住居をもち，こうした生活を続けてい

る。 
現在の農業は，自家用野菜の生産が中心である。その中で商品として「みょうが」と後

述する「かぶ（清内路あかね）」が一部で生産されており，地区内で取り扱う商店もある。

地区では伝統野菜が生産されており，清内路あかね（かぶ），清内路かぼちゃ，清内路き

ゅうり，清内路黄いも，清内路にんにくの 5 種類が存在する。これらの伝統野菜の多くは

自家消費用として生産されているが，その中で清内路あかね（かぶ）（2）は農協に部会があ

り，市場流通も活発になされている。営農は個別で行われており，組織的な活動は特にな

い。ただし，中山間地域等直接支払交付金制度の集落協定は，下清内路の平瀬集落で 1 協

定だけ締結されている。 
 

（３） 清内路地区における地域資源を活用した活性化と支援 

 
清内路地区では，地域資源（伝統野菜，生薬，花木）を活用した事業が 3 組織で取り組

まれている。これらの事業では既述の集落再熱事業が利用されており，こうした事業の支

援を得ながら地域活性化に取り組んでいる（支援期間は 2013～2014 年度）。 
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集落ビジョンでは，「地区の特性を活かした産業をピックアップし，地区住民の多くが

年金＋αの小遣い稼ぎができる「百商」の仕組みをつくりあげる」ことを目的としており，

地域資源を活用した産業化が期待されている。 
 
１） 清内路伝統野菜保存会 

「清内路伝統野菜保存会」（以下，保存会）は清内路かぼちゃ（3）の種子の保存と栽培技

術の伝承を目的として設立された。そのため，保存会では清内路かぼちゃの販売を目的と

して考えていない。現在，清内路かぼちゃの種子の固定を行っており，もう少しで安定す

ることが見込まれており，今後は種子の普及ができる段階になるようである。 
保存会の会員は個人で 14 名であり，年代は 20 代が 2 名，30 代が 4 名，60 代が 7 名，

80 代が 1 名である。また個人会員以外に，長野県の下伊那地方事務所，下伊那農業改良普

及センター，地区内外の販売店等が会員となっている。会費は徴収していない。 
保存会の活動として，現在２つのほ場を借りて，会員がカボチャを生産している。ほ場

は松沢地区に 10a，上の平地区に 40a ある。松沢地区のほ場は，耕作放棄地だが，電気，

水も利用しているので地主に１万円支払っている。 
この保存会は 2011 年に清内路公民館学習会の中から有志 8 名により結成された。まず地

区内の農家が生産した清内路かぼちゃ 1 個から種を採取し，300 個の苗を生産し，畑に定植

を行った。農業改良普及センターの指導や助言を得ながら栽培した。そこで収穫されたか

ぼちゃは交配が進んでおり，品質の低下などがみられた。そのため，翌年の 2012 年には収

穫したかぼちゃの中から 3 個を選び，その種子でかぼちゃの栽培を実施し，現在，種子の

固定化を進めている。 
生産された清内路かぼちゃは伊那市に本店のある菓子屋，飯田市に本店がある菓子屋，

さらに地元の小中学校の給食として提供されている。また，保存会では個人への販売も行

っており，2kg あたり 1,000 円で販売している。2015 年度の生産量は 594 個生産され，そ

のうち販売個数は 395 個（857kg）であった。ただし，中山間地域であることから猿の獣害

も発生し，45 個の被害があった。 
今後，10 年後の目標として，清内路伝統野菜の種子が保存されていること，個人の年間

所得 300 千円（地域所得総額 20 百万円）を目指している。 
 
２） 清内路薬草研究会 

清内路薬草研究会は，地区内の山で自生する薬草を原料として造られる生薬の産業化を

目指して，2013 年 1 月に住民有志 10 人で設立された。現在の会員は 25 名である（平均年

齢は 60 歳代で，30 歳代から 70 歳代までが参加している）。 
この研究会では主に薬草に関する知識の向上，薬草栽培地の調査，試験栽培ほ場（見本

園）の整備などが進められている。地区内に「清内路健康の森」という農産物の直売所が

あり，その一画に「薬草見本園」が設置されている。そこでは地区内で自生する薬草のう

ち 80 種類の薬草を植え込み，育成試験を行っている。こうした作業は会員の中でも 60 代
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の女性を中心とした「女子会」の 3～4 人が作業を主に行っている。 
現在，県内の製薬会社や東京にある製薬協会との協議も進められており，産業化に向け

て着実に取り組まれている。なお，2014 年度は集落再熱ビジョンによる補助金から約 200
千円の交付を受けており，研修会への視察や講演会の費用などに充当された。 

支援する村職員の話によれば，本格的に出荷するためには，100kg から 1 トン程度の量

が必要となるが，一地区だけでは十分な量を確保することができない。そのため，企業側

が複数産地と連携して必要な量を確保するか，少量でも取引が可能な特徴ある薬草の栽培

が必要だと考えている。 
 
３） 清内路花木邑 

清内路花木邑は地区内の山で自生する花木を出荷し，花木の産業化を推進するために設

立された組織である。2011 年から公民館活動で勉強をはじめ，2013 年から販売を行ってい

る。現在，会員数は 8 人（うち女性 1 人）であり，30 歳代が 2 名，40 歳代が 2 名，50 歳

代が 2 名，60 歳代と 70 歳代はそれぞれ 1 名である。 
地区には，ベニマンサク，アブラドウダンが群生しており，これらの花木を採取して（地

元では「山採り（やまどり）」と呼ぶ），販売する仕組みを検討している。2013 年から農

協を通じて花木を年数回出荷したり，大阪府にある市場を見学したりしている。現在，60
歳代と 70 歳代が日常的に出荷できそうな花木の見回りや管理をし，出荷時には会員は勤め

先を休み，作業に従事している。花木の山採りは，獣害の被害がなく，手間がかからない

ところにメリットがあるそうである。 
販売実績は，2013 年がベニマンサク 300 本，アブラドウダン 50 本を販売し，販売金額

は 24 千円，2014 年はアブラドウダン，ベニマンサク，ヤマコアジサイ等，計 370 本を販

売し，販売金額は 42 千円，2015 年はベニマンサク，クロモジ，コマユミ，計 740 本を販

売し，販売金額は 83 千円である。販売金額は少ないものの徐々に販売量，販売金額を増や

している。なお，集落再熱ビジョンによる補助金から約 30 万円の交付を受けており，市場

視察などに主に利用されていた。 
 
４） 自治体・地域おこし協力隊によるサポート 

以上のような取組に対して，既述の阿智村清内路振興室がサポートするとともに，地域

おこし協力隊の 1 名も，伝統野菜保存会や清内路花木邑の活動をサポートしている。現在

の地域おこし協力隊の方は三代目になる。初代の 1 人目は任期満了後，山の仕事を得て，

地域に定住している。二代目の方は地域外であるが村内に在住している。そして，三代目

の方は，2015 年 4 月に東京から清内路地区に地域おこし協力隊として赴任し，伝統野菜等

の振興をサポートしている。 
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（４） 小括 

 
清内路地区では，長野県の事業を生かして，伝統野菜，地区内で自生する花木や薬草な

どの地域資源を活用して，地域振興に取り組んでいる。こうした地域振興の主体は地縁組

織というよりも，ある特定の目的のために結集された有志組織といえるだろう。そのため，

取組にかかわる住民は限定されたものになっているが，これらの組織の目的は大きなもの

であり，現在はまだその緒に就いたばかりである。今後，これらの組織が目的に向かって

着実に歩を進めていけば，参加者も増えるとともに，地区の「誇り」として代表的なもの

となり地域住民の連帯感は強まるものと考えられる。 
 

４． 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金を活用した農村振興事例－長野県

木島平村における農の拠点施設の整備－ 
 
（１） 木島平村の概要 

 
木島平村は長野県北部にあり，飯山市や野沢温泉村に隣接した村である。2014 年現在で

世帯数は 1,568 世帯，人口は 4,658 人である。そのうち 65 歳以上人口は 1,623 人で高齢化

率は 34.8%である。 
 

長野県

木島平村

木島平村

野沢温泉村

山ノ内町
中野市

飯山市 栄村

ファームス
木島平

 
第 7-4 図 木島平村の位置 

 

（２） 拠点施設の設立経緯 

 
木島平村では，農家の高齢化と後継者不足などによる過疎化が進行する中で，過疎から

の脱却を図り，持続可能な村づくりを実現するためには，農業の振興による所得向上，新
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たな雇用の創出による地域活性化，新たな都市農村交流の事業化による村内経済の循環を

進めることが重要であると考え，そのために 6 次産業化の拠点整備を目指した。 
そこで，行政機関，議会，各種団体の代表，公募により選出された村民からなる「農の

拠点整備企画会議」を組織し，その下に「農産物等集出荷部会」，「農産物等加工部会」，

「農家レストラン部会」，「通信販売部会」を設置し，拠点施設での事業内容についての

検討が行われた。 
農産物等集出荷部会では，集荷された農産物等は，主として直売所，姉妹都市及び友好

都市における拠点施設等での販売並びに拠点施設に設置する農家レストランへ提供するこ

とや，米の販売や輸出も手がけることが提案された。農産物等加工部会では，トマトケチ

ャップ，トマトジュース，おやきなどや，遊休荒廃地で放牧されているジャージー牛の乳

を使用した乳製品の加工などが提案された。農家レストラン部会では，地元食材を使用し

た郷土食や新たなメニューの開発，弁当を製造し近隣事業所等への配達などが提案された。

通信販売部会では，木島平村全体を売るというコンセプトに基づき，村内で生産される農

産物や加工品について，インターネットを通じた販売，カタログ販売，宅配事業とともに，

そうした事業を可能とするシステムの構築が提案された。 
以上のような提案を踏まえつつ，農林水産省の農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

の活用を検討し，2014 年 2 月に支援交付金の対象計画に決定された。 
そして，こうした運営を行う組織については，民間会社で行うこととされた。木島平村

には，既に村の観光関連事業を行う第 3 セクター（資本金 100 百万円うち村の出資が 90 百

万円）が存在している。この第 3 セクターは，村のスキー場，ホテル，温泉旅館，スポー

ツ公園，キャンプ場などを運営し，従業員が 20 人おり，そのうち 9 割が村民である。第 3
セクターは，村の観光資源を活かし，雇用の場を生み出してきたが，しかし，これら観光

施設は今後 10 年間で 2,000 百万円の修繕費が必要となるなどの課題も山積している。こう

したこともあり，第 3 セクター等の公的組織ではなく，効率的な運営組織となることを期

待して民間会社が志向された。 
 

（３） 会社の概要 

 
農村木島平株式会社は 2014 年 2 月 14 日に 12 人の発起人により設立された。資本金は

30 百万円である。設立当初の出資者は村が 16,500 千円（55％），地元農協が 900 千円，

ほかに企業や村民が出資を行った。出資者のうち農家は 10 名程度であった。 
ヒアリング調査を行った 2015年 3 月現在の資本金は 36,700千円で，株主は 44名である。

株主は全員個人である。発行株式数は 3,670 株で，そのうち 1,370 株を自社で所有する。1
～2 株を所有する株主は全体の 2/3 程度である。株主の多くは地元住民（農家が多い）であ

るが，一部には隣接する飯山市の住民がいる。株の譲渡にあたっては，取締役会の議を経

ることになっている。設立後間もないこともあり，出資配当はない。 
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（４） 農の拠点施設－FARMUS 木島平 

 
前述の通り，木島平村では，農の拠点施設として，道の駅「FARMUS 木島平」（ファー

ムスきじまだいら）を整備し，2015 年 3 月に竣工し，5 月 1 日より営業を開始した。施設

自体は，以前に立地していた旧日本デルモンテ長野工場木島平分工場の跡地を取得して，

改修したものである。木島平村は元々がトマト産地であったが，当時はインフラが不十分

であったため，生鮮物を都市部に送ることができず，生産されたトマトは同工場で加工に

利用されていた。道の駅としての FARMUS 木島平は全国で 1059 番目にあたる。来館者数

は 5 月 1 日～2 月末日までで 16.7 万人である。 
FARMUS 木島平には直売所が設置され，地元の農産物を中心に販売している。木島平村

で生産された米は有名であることから，地元産の米が看板商品の 1 つとなっている。夏季

は 30～40 品目をそろえているが，冬季は積雪があるため販売する農産物が少なくなってし

まう。そこで，木島平村が連携する姉妹都市や交流都市で生産された農産物を供給しても

らっている。こうした連携をしているのは主に東京都八丈町と静岡県袋井市である。これ

ら地域では夏季に収穫できる農産物は少ないため，夏季は木島平村の農産物を供給してい

る。木島平村では，こうして連携する都市（市町村）が 5 都市であることにちなんで，こ

の連携を「互（五）産互（五）消」と呼んでいる。また，木島平村のアンテナショップが

調布市にあり，農村木島平株式会社が運営している。 
直売所で売れ残った農産物は加工を行って販売している。加工品の品目数は 30 を超えて

いる。加工品の中には一部 OEM で委託したものもあるが，20 品目以上は農村木島平株式

会社で加工している。近年では，グルテンアレルギーに対する関心が高く，小麦を一切使

用しないシフォンケーキを考案したりもしている。 
直売所の売上高は約 40 百万円である。そのうち生鮮品が 7 割，加工品が 3 割を占めてい

る。それ以外にも学校給食にも供給している。FARMUS 木島平の直売所と調布市にあるア

ンテナショップに出荷する会員は約 110 人である。FARMUS 木島平の直売所会員は 87～
88 人，調布のアンテナショップの会員は 56 人である。会員農家は村内だけではなく，近隣

市町村の在住者まで対象としている。直売所が販売を増やしたいと考える農産物について

は，年に 2 回の生産者会議を開催しており，そこで作付け拡大の依頼を行っている。 
会社の売上高は 160 百万円であり，そのうち FARMUS木島平での店舗販売が 50百万円，

調布にあるアンテナショップでの販売が 40 百万円，八丈町等の連携する都市での販売額が

70 百万円程度になる。2016 年度は 230 百万円を目標としている。 
以上のように木島平村では村民出資による株式会社で道の駅を設置し，その中で地元農

家等からの農産物の供給を受けて直売施設を運営している。また，レジ通過者（5 月 1 日～

2 月末日）はおおむね 5 万人程度であるが，そのうち半分が地元住民である。当地域では，

近隣に A コープが 2 店舗あったが閉店してしまったこともあり，地元の高齢者から直売施

設の設置が喜ばれている。加えて，地元 JA とも運営資金の融通や，米の仕入れ（2015 年

産は 2,130 俵分）などで関係を構築しており，地域に密着した運営がなされている。他方
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で，これまで地域外からの移住者などはほとんどいなかったが，アンテナショップのある

調布市を拠点に移住誘致の推進を図る予定があったり，交流・姉妹都市との農産物流通を

めぐる連携など，地域外との交流拠点としての機能まで併せ持っているといえる。 
 

（５） 小括 

 
以上のように木島平村では，FARMUS 木島平を地域活性化の拠点とし，この施設を運営

する村民出資型の法人がその担い手となっている。取り組んでいる地域活性化の内容は都

市農村交流にあるが，その交流は重層的であることが特徴的である。施設にある直売所へ

の来訪者は地元住民とともに観光客等であるが，さらに施設を離れて，交流・姉妹都市と

の交流や，調布市にアンテナショップを設置し，直接，都市住民と交流している。他方で

こうした取組を行うために，法人が多数の地元生産者を組織し，販売する農産物を確保し

ている。このように，プロジェクト交付金を利用して単なるハード整備に終わらせずに，

ソフト的な活動も活発であり，地域に与えている影響も大きいと考えられる。 
 

５． 中山間地域等直接支払制度による地域農業の維持 

 
長野県で 2015 年度（第 4 期対策）において中山間地域等直接支払事業制度（以下，中山

間直払）による協定が締結されている集落がある市町村は 71 市町村であり，県内の市町村

数が 77 であることから，ほとんどの市町村で中山間直払が実施されている。協定数は 1,062
であり，そのうち集落協定が 1,051 協定，個別協定が 11 協定である。 

集落協定の 1,051 協定をみると，基礎活動のみの協定が 490 協定，体制活動整備ありの

協定が 561 協定である。体制活動整備ありの協定のうち加算活動ありの協定が 51 協定であ

り，超急傾斜農地保全管理加算が 50 協定，集落連携・機能維持加算の集落協定の広域化支

援が 1 協定のみであり，複数集落の連携による取組は極めて少ない状況にある。 
対象農用地は 12,448ha であり，そのうち田が 11,041ha（うち急傾斜地シェアは 90.1%），

畑が 906ha（うち急傾斜地シェアは 36.4%），草地が 1ha，採草放牧地が 500ha である。 
交付金交付面積（協定締結面積）は 9,222ha（うち田 8,551ha）であり，対象農用地に対

するカバー率は 74.1%である。地目別のカバー率をみると田が 77.4%（急傾斜地は 76.5%，

緩傾斜地は 86.0%），畑が 38.7%（急傾斜地は 30.4%，緩傾斜地は 49.9%）である。種類

別には基礎活動のみの協定が 2,741ha，体制整備活動のある協定が 6,481ha（うち加算活動

のある協定が 181ha）である。 
交付金額は，集落協定が 1,602,010 千円，個別協定が 4,180 千円である。 
集落協定の 1 協定あたり参加者は 26.1 人，交付金交付面積は 8.5ha，交付金額は 1,520

千円（参加者 1 人あたり 58 千円）である。 
集落協定の面積が 10ha に満たない協定が多く，10ha 未満の協定割合は 77.7%である。5

～10ha の集落協定が最も多く，その割合は 26.9%であり，次いで 1~2ha の 16.5%，2～3ha
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の 14.4%と続く。小規模な集落協定では基礎活動のみの協定が多く，交付金交付面積が 1
～2ha の協定は 64.2%，2～3ha の協定は 54.6%である。それに対して，5ha 以上の集落協

定では，体制整備活動に取り組む協定も多くなる。体制整備活動に取り組む協定割合は，5
～10ha の集落協定が 55.1%，10ha～20ha の集落協定が 69.9%となり，協定面積規模が大

きな協定ほど体制整備活動に取り組む割合は上昇している。 
交付金を共同取組活動に充当している割合は，平均で 53.3%，481 協定が 50～60％であ

り，すべてを共同取組活動に充当する協定も 77 協定存在する。 
協定数と交付金交付面積の推移をみると，第 1 期対策最終年（2004 年度）が 1,661 協定，

10,655ha であり，第 2 期対策最終年（2009 年度）が 1,276 協定，10,116ha，第 3 期対策

最終年（2014 年度）が 1,162 協定，9,926ha と少しずつ減少し，第 4 期対策初年度（2015
年度）が 1,062 協定，9,222ha となった。集落の高齢化や人口減少の影響により，第 3 期か

ら第 4 期にかけて協定数と交付金交付面積が減少するとは言われていたが，大幅な減少は

食い止められている。 
 

６． おわりに 

 
長野県は中山間地域のシェアが高く，他県と比較して農業者の高齢化や農地の荒廃化が

進行するなど地域の維持存続が重要な課題となっている。地域の維持存続のためには地域

住民の参加を通じた地域活性化が必要である。 
本章で取り上げた「地域発 元気づくり事業」は，地域住民を中心とした組織が自ら実

施している取組や新たに取り組みたいものに対して助成する制度である。その対象とする

取組も幅広いものの，地域の活性化に資するとともに，他地域の参考になるモデル性を有

しているものとしている。さらに事業による助成が終了後も，何らかの形で継続されてお

り，一過性にとどまらない点にも特徴がある。また，地域のビジョンから実践までを支援

する事業として，「集落再熱事業」がある。この事業では，地域活性化を図るためのビジ

ョンづくり，ビジョンを実践するための実験事業の 2 段階までを支援している。両事業と

もに地域住民が主体となって，創意工夫による取組を支援しているところに共通点がある。 
また，農山漁村活性化プロジェクト支援交付金を活用した事業では，事業自体は施設整

備が中心となるが，整備された施設をいかに活用するかが重要である。本章で取り上げた

木島平村は，整備された道の駅を地域活性化の拠点と捉えるとともに，その運営を第 3 セ

クターではなく，住民出資による法人に完全に委ねている。道の駅は主に農産物の直売施

設，地元農産物を利用したレストラン，他地域との交流などを行っている。法人が設立さ

れてまだ間もないため，出資者と法人とのかかわり方などはよくわからないが，住民視点

での展開が期待される。 
以上のような事例に取り組む住民は，地縁的というよりも自発的な参加であり，そうし

て結成された組織は，有志型組織といえる。地域の活性化を考えた場合には，地域の浮沈

がかかっているため，多くの住民が参加する地域ぐるみ型組織が望ましいと考える。しか
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し，地域活性化の方法が事業型である場合には，目的意識を共有した，有志型組織の方が

最初の段階では適合的ではないかと考える。事業が軌道にのり，事業規模を拡大し，多角

化する中で，参加者を拡大することも 1 つの方法ではないかと考える。こうした点は，今

後，実証的に検討すべき課題である。 
 
注１ 長野県 HP の掲載された事例紹介より。 

２  この清内路あかねは，たばこの後作で生産されていた野沢菜に代わって導入された経緯がある。 

３ おいしい信州ふーど（風土）ネット（http://www.oishii-shinshu.net/)によると，「来歴は不明ですが，明治時

代にアメリカから導入された「デリシャス」に酷似しています。「デリシャス」は大正時代に長野県の奨励品種

に指定されたいきさつがあり，当地に土着したものと思われます。主に煮物として利用し，茹でると粉ふき芋の

ようにホクホクにほけます。あまりにもホクホクでお茶などの水気がないと喉を詰まらせてしまうほどです。」 
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